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原子力規制庁の運転期間延長事前検討の分析

2022/12/27 原子力資料情報室記者会見

松久保 肇 （原子力資料情報室）
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１. 議論の経過の整理と
内部通報資料から読み取れること
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8月 9月 10月 11月 12月

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

GX実行会議

▼24 ▼２２

原子力小委員会

寿命延長
▼８

原子力規制庁 ▼1

原子力規制委員会
▼26

寿命延長

▼２８ ▼5 ▼２ ▼16 ▼30 ▼14 ▼21

首相、原発4指示（寿命延長、
再稼働、新設、廃炉・再処理等）

首相指示を受けた検討開始

22日の検討を受け
て、事務局に資源エ
ネ庁招へいを指示

資源エネ庁、寿命延長方針
を報告、規制委、方針了承

事務局、寿命延長方針
への対応方法を報告、
規制委、概ね了承

事務局、寿命延長の方法につ
いて1)現状維持、2)無期限延
長、3)限定延長の3案を提示

事務局、3)限定延長に将来の見直し
を含む案を推奨、大半の委員が賛同

報告案確定
▼
22

▼
２８

▼
８

内閣官房

経済産業省/資源エネルギー庁

これまでの説明：9月22日の原子力小委員会をうけて、山中委員長は9月28日の委員会でエネ庁招へいを指示、10月5
日、エネ庁が委員会に検討方針を報告、改正方針、電気事業法への法制度移管を容認し、規制庁へ検討を指示した

3名の併任人事発令

山中委員長就任
※3月に国会承認

運転期間制度変更の流れ
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2022年9月22日 31回原子力小委員会資料5

2022年9月22日31回原子力小委員会での事務局（遠藤原子
力政策課長）説明

エネルギー利用の観点からの検討、われわれが行う検討に伴い
まして、例えばの例で書いてございます長期運転に係る安全確
認の在り方の明確化などと書いてございますが、規制面におけ
る制度の在り方についても検討いただく必要がある可能性があ
るかと考えてございます。こうした規制面における制度の在り方
に関しましては、原子力規制委員会においてご議論いただく必
要性につきまして、規制当局に対してコミュニケーションを図っ
ていくべきではないかと考えてございます。

経産省においてはですね利用側の観点から検討を進めてきたところであります。その状況につきましては日常的な事務連絡など
も通じまして原子力規制庁を含む関係省庁への情報提供は行っております。他方で原子力安全規制の内容、この安全規制につい
てはですね、これはもう独立した原子力規制委員会において検討がなされるものでありますので、その内容、やり方について経産
省から何か意見の申し入れなどを行っている事実は一切ございません。

２０２２年12月22日 西村経済産業大臣 定例記者会見

9月22日時点では経済産業省は規制面の
制度の在り方について規制当局とこれから
コミュニケーションすると説明。（少なくとも

委員会で私はそう理解した）

経産省と規制当局とのコミュニケーション



510月5日 ４２回原子力規制委員会

○片山長官 原子力規制庁長官の片山です。１点、すみません、事務局の方から確認をしたいのですけれども、先ほどの松山部

長からのお話の中で、現行の運転期間の定めは、利用政策側の観点として見直しの検討を始め、必要があれば法的な担保も含

めて検討していくというお話がありました。それは、現行の規定は原子炉等規制法にあるわけですけれども、それは利用政策

側の法体系の中で法的な手当てを含めて考えていくという御発言だと理解してよろしいでしょうか。

○松山経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 ありがとうございます。私どもとしては、利用政策の観点から運転期

間をどうするかということで、制度の設計及び必要における法的な整備をしていきたいと考えております。これはまだ検討を

始めたばかりでございますので、最後の仕上がりがどうなるかということをここで予断を持って申し上げることは非常に難し

いところでございますが、普通の一般的な考えで考えますと、利用政策であれば、利用政策省庁、利用の関係の法令の中に基

本的な仕組みが存在してくると。その上で、既存の法令について必要な規定整備を行っていくということが通常の段取りなの

だと思うのですね。そのときに、当該既存法令における運用及びそれに対するハネといいますか、それに対して生じてくる必

要な規定整備ということが必要になるかもしれないということについて、特にこれで安全規制ということは、原子力規制委員

会として御審議を頂戴しているところでございますので、そことの間の整備・整理ということが必要になってくるのかなと考

えてございます。

片山原子力規制庁長官が経産省に水を向け、改正方法について発言させている。

炉規法から電事法に運転期間規定を移管する方針を既定路線にしているが、これ以外の選択肢はないのか？

事前すり合わせが行われていたという事実を踏まえてこの発言をどう考えるか。



610月5日 ４２回原子力規制委員会 （続）
○山中委員長 現在の原子炉等規制法における運転期間延長認可についての規定というのは、本日、話題に上りました運転期間そ

のものの定めと、高経年化した発電用の原子炉の安全性を確認するという規制制度が二つセットで規定をされております。したがい

まして、運転期間についての定めが利用政策側の法体系に移るとなると、必然的に高経年化した発電用原子炉の安全性の確認をど

う法的に担保するのかについて、原子力規制委員会として、今後、しっかりと検討する必要があろうかと思います。

○片山長官 長官の片山でございます。先ほどエネ庁の説明の中でも、年末にエネ庁、利用側は結論を得るというスケジュール感で検

討していると言っておりましたので、委員長から先ほど御説明がありましたように、現行制度は運転期間そのものと高経年化した原

子炉に対する安全性の規制というのがセットになっていますので、一方だけが年末で、一方が全然進んでいないという状態はまずか

ろうと思いますので、我々もそういうスケジュール感を横目でにらみながら検討する必要があるのではないかと思います。

○山中委員長 そのほか、委員の方、よろしいですか。ありがとうございます。それでは、事務方は、本日の議論や資源エネルギー庁の

検討状況を踏まえつつ、高経年化した発電用原子炉の安全性をどう確認していくか、法的に担保するのかについて検討の上、原子力

規制委員会に報告をお願いします。

○片山長官 承知いたしました。今、委員の方からいろいろな御意見を頂きました。単なる劣化事象だけではなくて、基準適合性とい

うのをしっかり見ていく必要があるのではないかというような御意見ですとか、いろいろ頂きましたので、そういった御意見も踏ま

えて、年末というスケジュールというのもございますので、資源エネルギー庁の検討状況というのも横目でにらみつつ、我々の規制

制度として高経年化した発電用原子炉の安全性の確認というところに穴が開かないように、しっかりと規制が継続できるように、事

務方として実務的にはエネ庁の方と情報交換しながらやっていく必要があろうかと思いますけれども、検討を進めていき、また原子

力規制委員会の方に御報告をしたいと思っております。

• 山中委員長はこの回の議論を踏まえて規制庁に指示
• 片山長官はあたかもこれから検討するかのような口ぶりで発言



7そもそも運転期間制限は規制政策として導入された
二の①について

一般的に、設備、機器等は、使用年数の経過に従って、経年劣化等によりその安全上のリスクが増大する。発電用原子炉に

ついて運転期間に制限を設けるに当たっては、原子炉設置許可の審査において、重要な設備、機器等について中性子照射脆

化等の設計上の評価を運転開始後四十年間使用されることを想定して行っていることが多いことを考慮し、原則として四十

年としたものである。

二の②について

発電用原子炉の運転を延長することができる期間として二十年を超えない期間であって政令で定める期間を超えないも

のとしたのは、現在行われている高経年化の技術評価が六十年間を一つの目安として設備、機器等の評価がなされているこ

と等を考慮したものである。具体的な延長期間については、原子力規制庁発足後、詳細な検討を経て決定する予定である。

二の③について

発電用原子炉の運転期間の延長の認可の基準については、長期間の運転に伴い生ずる原子炉その他の設備の劣化の状況

を踏まえ、延長しようとする期間において安全性を確保するための基準を定めることとしており、原子力規制庁発足後、詳細

な検討を経て決定する予定である。

二の④について

一般に、原子炉建屋や原子炉圧力容器といった施設等については、発電用原子炉の運転を開始した後は取替えが困難とも

考えられており、こうしたことを踏まえ、安全上のリスクを低減するため発電用原子炉の運転期間を制限することとしたもの

である。

二の⑤について

御指摘のように、個々のプラントごとに施設の状況が異なることも踏まえ、一切の例外を排除するのではなく、一定の要件

を満たし認可を受けた場合には、発電用原子炉の運転期間の延長を可能とする制度としている。

三の①について

現行の制度においては、法律上発電用原子炉の運転期間を制限していない点が十分ではないと考えており、今回の改正

案を検討したものである。



8内部通報資料から読み取れること

内部通報資料によれば、

1. 経産省側は来年通常国会で経産省主請議の束ね法
案として、原子炉等規制法にある運転期間制限を電
気事業法に移管する方針を固めていること、

2. 原子力規制庁はその方向を容認し、立案作業に着手
していたこと、

3. また、この方向性について、経産省と規制庁がやり取
りをしていたこと、

がわかる。

また、12月22日の衆院環境委員会での近藤昭一議員質
疑で、9月1日の人事異動は企画官1名、課長補佐2名で
あったことがわかっている。

疑問

1. 経産省は規制当局とコミュニケーションする必要性について9月22日の原子力小委員会に諮った。規制当局とは原子力
規制委員会だけを指し、事務局の原子力規制庁は含まないのか？

2. 原子炉等規制法の運転期間制限の削除方針は経産省の越権行為ではないのか？

3. 人事の決裁権はだれにあるのか？



93条委員会である原子力規制委員会の
事務局としての原子力規制庁

原子力規制委員会設置法

（原子力規制庁）
第二十七条 原子力規制委員会の事務を処理させるため、原子力規制
委員会に事務局を置く。
２ 前項の事務局は、原子力規制庁と称する。
３ 原子力規制庁に、事務局長その他の職員を置く。
４ 前項の事務局長は、原子力規制庁長官と称する。
５ 原子力規制庁長官は、委員長の命を受けて、庁務を掌理する。
（略）

原子力規制委員会設置法 参議院附帯決議

五、原子力規制委員会は、原子力を推進する組織はもとより、独立性、
中立性を確保するため、関係事業者等の外部関係者との接触等のルー
ルを作り透明化を図ること。また、原子力規制委員会は、中立性、独立
性、公開性、不断の説明責任の全うの確保、利益相反の防止等、その適
正な運営並びに国民の信頼を得るために必要な課題について、規約、
綱領、規律に関する事項等を速やかに定め、これを公表すること

• 原子力規制委員会・原子力規制庁は経済産業省などの原子力利用側から明確に分離された
• 参院附帯決議により、推進側組織・外部関係者との接触ルールを作り透明化を図ることが求められた
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出典：松浦淳介（2020）「原子力規制委員会の独立性を検証する : 安倍政権と原発の再稼働」
https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/download.php/AN00224504-20200828-
0063.pdf?file_id=155487

• 原子力規制庁は通常の行政組織とは異なり、3
条委員会の事務局組織である。きわめて高い
独立性が求められる。

• もともと経済産業省傘下の原子力安全保安院
を改組して作られた原子力規制庁は、職員の圧
倒的多数が経産省出身者で構成されており、そ
のためにノーリターンルールを設定されるなど、
経産省の影響力低下は重要な政策的課題だっ
た。

• 発足から10年経過後も、幹部は通産省出身者
が依然として多数を占める。経産省の影響が懸
念される状況は継続。

• 山中委員長は最終判断は原子力規制委員会が
独立して判断すると述べているが、判断材料を
作るのは、事務局である原子力規制庁。

原子力規制庁の組織・人事

10
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原子力規制庁の組織・人事 （続）

11

原子力規制庁歴代幹部

原子力規制庁創設から10年となる2022年7月、局長級以上の３幹部、総括審議官級以上の５幹部を経産省出身者が初めて独占

注：2014年7月に部長ポストを核物質・放射線総括審議官に格上げ
2017年4月に総括審議官級の技術総括審議官ポストを局長級の原子力規制技監に格上げ。
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中途半端な透明性確保

原子力規制委員会の業務運営の透明性の確保のための方針

第３章 透明性確保のための業務運営の要領

１．会議の内容の公開

（１）対象とする会議

委員会の中立公正な業務の遂行を保証することを目的として、委員会の

委員長及び委員（以下「委員」という。）並びに原子力規制庁（以下「規制庁」

という。）の職員が規制に関連する内容及び手続を議論する会議、打合せ、

面談等であって別表１に該当するものは、その内容を原則として公開する。

（略）

別表１ 内容を公開する会議の種類及びその公開事項

原子力規制委員会設置法の参議院附帯決議では、
「原子力を推進する組織はもとより、独立性、中立性
を確保するため、関係事業者等の外部関係者との接
触等のルールを作り透明化を図ること」と、推進省庁
である経済産業省を含めた外部関係者との接触
ルールを定めることとされているが、規制委が作成
した内規では規制対象者のみに限定されている。

金城原子力規制企画課長 （12月22日委員長会見時）

当然行政機関の間の業務いろいろございますので卑近とこ
ろで言えば国会答弁の調整からですね。いろんなところでエ
ネ庁とはいろんな情報交換のやり取りはあります。GX会議
の件ですね。そういったものも、向こうがどういう準備をして
いるのかといったことは私も詳細には覚えていませんけど、
いろいろな複数の案を持って検討している旨は聞いておりま
した。 （中略）
電話はこれ行政文書としては、少なくとも私のやってる電話
では残ってませんので、そういったものは情報公開の対象に
なり得ないといったものであります。

※金城課長は通産省出身



13経産省「主請議」の問題点

経産省が、原子炉等規制法（原子力規制委所管）を含めた改正案をまとめて閣議に諮ることは、

原子力推進と規制を切り離した２０１１年東京電力福島第一原発事故の反省に真っ向から挑戦するもの。

規制と推進の一体化

経産省請議法案は、衆参両院の経済産業委員会に付託される。

原子力規制を所管する環境委員会に対する越権行為。

越権行為

法案の一括審議により、多くの重大な改正（改悪）事項について十分な審議時間が確保できない。

＜政府が準備中と考えられるGX関連法案＞

① 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）

② 電気事業法

③ 原子力基本法

④ 原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律

⑤ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（再エネ特措法）

⑥ GX移行債関連法（新法）

⑦ 水素・アンモニア支援法（新法）

「束ね法」の問題
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人事権はだれにあるのか

原子力規制委員会行政文書管理要領

（委員長の決裁事項）

第22条 次に掲げる事項については、委員長の決裁を受けなければならない。

(5) 職員の人事、服務及び研修に関する事項

第 23 条 決裁を受ける範囲は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 委員長、長官、部等の長及び課等の長の職名で施行を要する決裁文書については、それぞれ委員長、長官、部等の長及び

課等の長まで

(2) 委員会名、原子力規制庁名、部等名及び課等名等で施行を要する決裁文書については、それぞれ委員会、長官、部等の長

及び課等の長まで

(3) 前２号に掲げる文書のうち、当該文書に係る事項が別表第２から第５に掲げる専決事項に該当するものにあっては、当該

事項の専決者まで

※31～33号は、健康管理者等の指名、職員の休職・復職・育児休業等に関する事項
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9月1日の併任人事は課長補佐2名と企画官1名。
管理要領の規定から、企画官は委員長決裁が必要
な人事と考えられる。

12月22日の衆院環境委員会で、近藤昭一議員の
「お三人、お二人は課長補佐で、お一人は企画官で
あったということは間違いないでしょうか」との質
問に、大島俊之原子力規制庁原子力規制部長は、
「委員御指摘のとおりでございまして、いずれにい
たしましても原子力規制庁長官の専決決裁」と答弁。

疑念：
1. 長官が専決決裁したなら内規違反、委員長決裁
なら虚偽答弁ではないか？

2. 山中委員長はまだ就任していないが、3月に国
会承認。常識的な組織なら、報告しているので
はないか？

人事権はだれにあるのか （続）

（中略）

https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/files/000011020.pdf
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２. 法案ミスこっそり修正
ー新たな疑念ー



17法案ミス修正未報告

2017年の原子炉等規
制法改正時、原子力規
制委員会設置法四条六
号の新設により、十号が
十一号に繰り下がった。
だが、この号を引用する
第二十三条の改正を失
念。

※十一号 「原子炉の運転等（原
子力損害の賠償に関する法律
（昭和三十六年法律第百四十七
号）第二条第一項に規定する原
子炉の運転等をいう。）に起因す
る事故（以下「原子力事故」とい
う。）の原因及び原子力事故に
より発生した被害の原因を究明
するための調査に関すること。」

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/114

86181/www.nsr.go.jp/data/000177155.pdf

2022年3月に提出さ
れた刑法等改正の際に、
全く関係のない原子力
規制委員会設置法二
十三条を改正。

事故調査に関する重要
な条文のミスを5年間
放置していたことを規
制庁は公表していない。

https://www.moj.go.jp/houan1/kei

ji14_00022.html
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法案ミス修正未報告（続）
NHK 2022年5月10日付

申し合わせの内容（2021年7月8日の衆議院議
院運営委員会理事会）

政府法案にミスが相次いだことを受けて、再発防
止策として、坂井官房副長官より、今後、法案に誤
りがあった場合は内閣総務官室に報告の上、関係
省庁協議のうえ、速やかに国会に報告することと
なり、2022年5月10日に改めて確認された。

改正刑法が国会に提出されたのは2022年3月8日、可決
成立したのは6月13日で、この件と同時期。
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法案ミス修正未報告（続）

12月26日、黒川総務課長に本件を電話で確認

Q．刑法改正のなかに関係のない原子力規制委員会設置法の修正が入っているが？
A. 法文でミスがあった。修正するタイミングを計っていたが、刑法改正に伴って設置法を改正するので、
併せて改正した。

Q. こっそりミスを修正したようにも見えるが。
A. このようなミスを修正することはよくあることで、通常の手続きに則って行った。国会に伝える必要
はない。

Q．そのような明文のルールは存在するのか？
A．存在しない。
Q．委員長には報告したのか？
A．報告している。
Q. 他省庁では問題になって、木原官房副長官が陳謝しているが？
A. 他省庁のことは知らないが、通常の手続き。問題ある手続きだとは思っていない。
Q. 国会では政府提出法案にミスがあった場合は国会に報告するという申し合わせがあるようだが？
A. 通常の手続きで改正した。問題ある手続きだとは思っていない。
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参考：原子力規制庁のガバナンスが疑われる事例
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これに対して、原子力規制庁原子力規
制企画課は、電話で、私に対し

「事前に検討した経緯が存在しない、つ
いては修正してほしい」

と要請。

※ちなみに先方は私が原子力小委員会の委員であ
ることを把握していた。

原子力規制庁のガバナンス問題① 情報公開請求
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原子力規制庁のガバナンス問題② ID不正問題報告遅延

● ID不正問題

● 他に何かないか？

処分までの時系列

毎日新聞 2021年4月14日付
http://ksueda.eco.coocan.jp/kusanone2104.html
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原子力規制庁のガバナンス問題③ 頻発する不祥事

読売新聞 2022年7月28日付

朝日新聞 2022年１０月１３日付

東京新聞 2022年６月２９日付

各種の不祥事から、原子力規制庁が弛緩している様子が見られる。
特に歓送迎会でのクラスター発生は、事故時の対処も必要な原子力

規制庁として、きわめて重大な問題。
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本日の原子力規制庁記者会見の所感
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規制庁は、7月28日以前には本件で打合せがなかったというが、昨年

7月時点で運転期間延長について政府内で検討浮上している。

今回、面談のみならず、電話でも頻繁にやり取りしていることが分かっ

た。今年7月以前から規制庁とエネ庁が頭の体操と称して水面下の検討

を進めていたのではないか。

日経新聞 2021年7月16日付

本日の会見の感想 ①

「経済産業省として原子炉等規制法をふくむ束ね法案の検討を開始し

た」と聞き取っている。ありえない越権行為でこれを容認していること

自体があり得ない。
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本日の会見の感想 ②

• 内閣法制局資料を提供依頼されているが、具体的に
運転期間延長の改正を具体的に検討しているとしか
考えられない。なぜ、委員会に説明しないのか。

• 8月23日、「事務方として検討を開始した」、とある。
10月の委員会ではあたかもそこから検討を開始した
かのような発言をしている。

• 頭の体操だから良いというが、検討する材料をつく
るのは事務局。

• 情報開示請求について、今日の会見で、重複がない
かと確認したと説明していたが、取り下げるように電
話してきた際に、規制企画課の担当者は、「事前検討
した経緯はない」と明確に述べた。

• 人事異動について、企画官でも課長補佐級なので長
官決裁といっているが、管理職でない企画官が存在
するのか。根拠資料を出すべき。

• 法令審査室が勝手に作ったと説明しているが、原子力規
制企画課が介在せずに作成できるものか。
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本日の会見の感想 ③

これまで山中委員長は9月22日の原子力小委員会で運転
期間延長について議論されたことを知り、招へいを自ら決

めたと説明していたが？

• ９月22日までに法的な点で明らかにすり合わせている。

• 合わせるという意識はないと説明しているが、合わせる
ために打ち合わせているのではないのか。
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● 9月22日の原子力小委では、経産省はこれから規制当局と運転期間についてコミュニケーションを図るとしか理解できない説明

● 山中委員長は、22日の原子力小委で運転期間延長について議論されたことを把握して、9月28日の委員会で、事務局に経産省

の委員会招へいを指示、10月5日の委員会で検討を開始したとこれまで説明

● 内部通報資料によれば、それ以前の段階で経産省と規制庁は法改正に向けた調整を進め、具体的内容や方法をその時点で確定

● 記者会見で規制庁は日常的に経産省と打合せを行っていると発言。そのような折衝はこれまでも明らかにしていない。

● 今回の経産省主請議による原子炉等規制法の改正は原子力推進と規制を切り離した２０１１年東京電力福島第一原発事故の反

省に真っ向から挑戦するもの。本来、原子力規制を担当する原子力規制庁は、きわめて慎重に取り扱わなければならない案件で

あるはずが、ためらいを見せている様子が一切ない。

● 委員長は11月末になるまで併任人事を把握していないと発言。だが委員長決裁が必要な企画官も異動している。

● 衆院環境委員会答弁で原子力規制庁は長官決裁と答弁。

● 国会の取り決めにもかかわらず、国会に報告なく法文ミスを修正。

• 山中委員長は10月28日衆院環境委員会で「原子力規制庁と資源エネルギー庁との間でシナリオがつくられ
たというものではございません」と否定したが、経過を見れば、シナリオをつくって進めたと考えるのが自然。

• 経産省・規制庁の発言からは、両者が事前に意を通じていたことを隠ぺいする意図がうかがわれる。

• 原子力規制庁の独立性はすでに損なわれ、規制と推進が一体化しているのではないか。

• 原子力規制庁を原子力規制委員会は統治できているのか。
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